
(200)地 域別の地震災害危険度評価に関する研究
-仙 台市と金沢市を対象に-

金沢大学工学部 池本敏和,静 岡県庁 栗田哲良

金沢大学工学部 宮島昌克,金 沢大学工学部 北浦 勝

金沢工業大学 鈴木 有

1.は じめに

本研究では,都 市内での地震災害を考えるために,仙 台市,金 沢市の市街化地域を対象とした地震災害

危険度評価を考える。これは,各 種地震災害の相互作用 を考慮 してそれらを一貫 して捉え,そ れぞれを総

合的に定量評価 して防災問題を解決するうえで役に立つものである。すべての地震災害の特徴を取 り込む

ことはできないが,要 点をつかみ,で きるだけ実際に近く,か つ,簡 便な手法を用いて被害予測を行な

う。危険度評価法の検証として,1978年 の宮城県沖地震を取 り上げ,当 時の仙台市に評価法を適用した結

果と実際の被害との比較を行 う。

2.地 域 別地 震 災害 危 険度 の評価 問 題の 定式 化

本研 究では太 田らの手法1)を 参 考に して,「 地震災害は地震動の強 さと地域の持つ環境 一地域特性 一と

によって一意的 に決定 される」 との前提 に立ち,地 震災害の危険度評価 という問題 を定式化 し,具 体的な

評価 を試 みる。地震 によって発生 する多様 な被 害 を,そ の発 生形態,被 災系列(被 害 の発生 過程 の フ

ロー),特 徴 な どで区分 して,yi[i=1,2,…m]と お く。 これに対応 して,地 域環境 を特徴づ

ける量 を地域特性 と定義 して,xi[i=1,2,…m]と お く。 また,地 域特性xiを そ れを規定す

る指標群 ξijに よ って表 わす とし,地 域 に作用 する地震動強 さをSと お くと,yiはSとXiの 関数 とし

て次式の ように定式化 される。

yi=fi{S;xi;y1,y2,…yi-1}[i=1,2,…m]

xi=gi{ξi1,ξi2,ξi3…}

したがって,地 域特性{Xi}を 既知量として定めることができ,か つ各変量間の結合関係 とその係数

群が何らかの方法で決定できれば,地 震被害の全様相{yi}を,地 震動強さSを パラメータとして評価

することができる。

3.地 震災害危険度の関連指標群

社会科学の分野においては,「 地域特性」は 「当該地域を他 と識別して特徴づける要因群」を意味し,

「地域を性格づけるために用いる特性量」 と定義されている。当面する問題では,対 象が地震であるの

で,地 域を性格づける多くの特性量の中から,地 震災害の発生の原因となり,こ れを加速 し拡大あるいは

抑制する要因を選別 し,さ らに,こ れらに関連する指標群を抽出 した。ここでは,以 上のような考えに基

づき,【 表1】 に示す11個 の地域特性を設定 した。それぞれの特性量が右 に示す指標群の組み合わせに

よって決定されるものとする。

設定 した地震被害様相に関わる危険量を,そ の危険の質を考慮 して数量化する方法に基づき加算 し,さ

らに被害発生の時系列上の関連性を取 り入れて,被 害の諸様相に関わる各危険度を,簡 潔性と合理性と被

害量との対応に配慮 しつつ,地 域毎に相対的に定量評価する評価式を構築する。このようにして得られた

地域特性値と危険度の評価式を,そ の設定の根拠とともに 【表2】,【 表3】 に示した。各危険度はその

地域の面積で除 した 「密度 としてのyi」 の計算値を示 し,全 中区域の平均値が1に なるよう基準化 し

て,各 中区域(ほ ぼ小学校区に相当)の 値を定めた。
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表1地 域特性の区分 ・指標群 ・入力指標値

表2地 域特性値の評価式

[注]Xi=全 中区域の平均値
X9=X9H+X9B+X9V

X10=X10R+X10V+X10r+X10H
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表3地 震災害危険度の評価式

4.仙 台市への適用 と評価法の検証

評価式による危険度と実際の被害とが一致するかを

検証する必要がある。そこで地震災害危険度の評価式

の妥当性を検証するために,1978年 の宮城県沖地震で

被害を受けた仙台市の資料 を収集 し,評 価式を適用 し

て当時の被害 と比較する。このとき当時の仙台市の統

計資料と被害報告などを出来るかぎり収集 した2)。

4.1適 用対象地域

仙台市を94の住区に分割 し,危 険度評価の適用対象

地域とする。これらの地域は仙台市の昭和54年 現在の

市街化区域と平成12年 の市街化予想区域を網羅 してい

る。住区は面積がほぼ1km2,人 口が1万 人程度 を

基準としており,各 住区がほぼ小学校区に該当する大

きさである。この住区を中区域 として扱い,危 険度評

価を行う。仙台市の住区区分図を 【図1】 に示す。こ

こでは原町東部(住 区番号44)と 港(同94)は 産業地

であるため,同 様に荒井南(同54)と 田中(同57)は

市街化調整区域であ り,ほ とんどが農用地域であるの

で対象区域から除外する。

図1仙 台市住区区分

図2仙 台市における地盤の地震災害危険度
と被害件数

4.2評 価結果 と実被害 との比較

評価例として地盤破壊を取 り上げ,そ の評価結果を実際の被害と比較する。 【図2】 に地盤破壊危険度

の評価結果と、実際の被害として崖崩れと宅地被害の発生件数を示す。図より次のようなことがわかる。

すなわち,(1)地 盤破壊危険度は,宅 地造成による盛土地盤の影響 と斜面崩壊の影響を強 く受けた結果

となってお り,実 際の被害と良い対応がある。(2)一 部の地域では,斜 面崩壊の影響が過大評価されて

いる。すなわち,今 回の評価では斜面崩壊の影響する面積に関する資料が得られず,影 響面積比(α
12)

を考慮せず評価 を行ったことから,斜 面崩壊という局所的な災害が,住 区全体に発生するかのように評価

されているためである。(3)今 回の危険度評価において,デ ータが入手できなかったことから液状化発

生の可能性がないとしたこと,斜 面崩壊の影響面積比が取り入れられておらず過大評価されたこと,実 際
の被害が仙台市に報告されているものに限られていることを考慮すれば,地 盤破壊危険度の評価式はほぼ

妥当であるといえる。
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図3金 沢市住区区分 図4金 沢市における地盤特性値マップ

5.金 沢市への適用

金沢市については過去の地震による被害報告がない

ので,地 域の実情を考慮 しながら評価結果を考察 し,

評価式の妥当性も検証する。

5.1適 用対象地域

金沢市を48の中区域に分割し,危 険度評価の対象地

域として,ほ ぼ市街化区域を網羅するように23の中区

域を選んだ。金沢市の住区区分図を 【図3】 に示す。

金沢市をはじめとする各種公共団体および公共性の強

い企業が保有 している統計資料等から,そ れぞれの評

価に必要な指標群 を数量化 した翁。
図5金 沢市における地盤破壊危険度マップ5.2評 価結果 と考察

評価例 として地震動の強さを標準 「震度50」(震 度5の ほぼ中央の強 さ)と したときの地盤特性値,

地盤破壊危険度を計算 し,地 図中に図化 したものを 【図4】,【 図5】 に示す。これらの図より次のよう

なことがわかる。(1)地 盤種別の弱い地域が液状化の可能性が高いので,地 盤破壊の危険度も高 くな

る。(2)金 沢市の評価では斜面崩壊の影響面積比(α12)を 導入 した。これにより過大評価が避けられ

適切な評価ができたと思われる。(3)各 中区域の実情から得 られる直感的な認識 と危険度の大小関係

は,か なり一致 しているものと判断できる。 しかしながら液状化のような局所的な災害を面積の広い町丁

単位で一律 に評価 しているので,危 険度を過大評価 しているという問題はある。これについては,斜 面崩

壊 と同様に影響面積比を導入することを今後検討する予定である。

6.お わ りに

都市空間において被害の諸様相に関わる各危険度を,簡 潔性と合理性と被害量との対応に配慮 しつつ,

地域毎に相対的に定量評価する方法を提案 した。評価方法の妥当性の検証として地盤破壊を取 り上げ,仙

台市の宮城県沖地震の被害と適用例とを比較検討した結果,本 評価法の妥当性が検証された。また金沢市

への適用例によれば,特 性値と危険度の評価結果は地域の実惰をよく反映 しており,危 険度相互の量的な

関係 もほぼ適切に表現されていることから,本 評価法の妥当性と有効性を確認できた。
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